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令和 ７ 年 ４ 月 １ 日（火曜日）

号　　　　　　　　　　外

（第　 ３１ 　号）

　　　　告　　　示
○令和７年度に石川県において締結が見込まれる物品等
　の特定調達契約に係る競争入札に参加する者に必要な
　資格等 （管　財　課）　１

告　　　　　　　　示

石川県告示第113号
　令和７年度に石川県において締結が見込まれる特定調達契約（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特
例を定める政令（平成７年政令第372号。以下「特例政令」という。）第４条に規定するものをいう。）に関し、競争
入札に参加する者に必要な資格の基本となる事項並びに資格審査の申請の時期及び方法等を次のとおり告示する。
　　令和７年４月１日
 石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
１　調達をする物品等の種類
　　調達をする物品等（特例政令第２条第３号に規定するものをいう。）の種類は、次のとおりとする。
　　機械器具類、パーソナルコンピュータ等
２　申請の時期
　　申請は、随時受け付ける。
３　申請の方法
　⑴　申請書の入手方法
　　 　競争入札に参加する者の資格の審査を受けようとする者は、当県所定の競争入札参加者資格審査申請書（以下
「申請書」という。）について、令和７年４月１日から⑷に掲げる交付場所又は石川県総務部管財課のホームペー
ジにより、入手すること。

　⑵　申請書の提出方法
　　 　競争入札に参加する者の資格の審査を受けようとする者は、申請書に次の書類を添え、⑷に掲げる提出場所に
提出すること（郵送の場合は、書留郵便とすること。提出後は、⑷に掲げる提出場所まで、電話で提出した旨を
伝えること。）。

　　ア 　申請をする日の属する事業年度の直前の事業年度の決算（以下「直前決算」という。）に係る貸借対照表及
び損益計算書（以下これらの書類を「財務諸表」という。）

　　イ　石川県税納税証明書（申請をする日の前日までに納期限の到来した県税に関するもの）
　　ウ　消費税及び地方消費税納税証明書（申請をする日の前日までに納期限の到来したもの）
　　エ　登記事項証明書（法人の場合に限る｡）
　　オ　委任状（代理人を選任した場合に限る。）
　　カ　役員等名簿
　　キ　その他知事が指示する書類
　⑶　申請書等の作成に用いる言語
　　ア 　申請書及び財務諸表は、日本語で作成すること。なお、その他の書類で外国語により記載されているものは､

日本語の訳文を付記し、又は添付すること｡
　　イ 　添付書類のうち、金額欄については、出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）第16条に規定する外国
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貨幣換算率により日本国通貨に換算し、記載すること。
　⑷　申請書の交付場所及び提出場所
　　　〒920－8580　金沢市鞍月１丁目１番地
　　　石川県総務部管財課用度グループ　電話番号　076－225－1262
４　競争入札に参加することができない者
　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当する者
　⑵ 　次のいずれかに該当すると認められる者でその事実があった後競争入札の参加を制限された期間を経過してい
ない者（これを代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者を含む。）

　　ア 　契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に関して
不正の行為をした者

　　イ 　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の
利益を得るために連合した者

　　ウ 　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者
　　エ 　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職

務の執行を妨げた者
　　オ　正当な理由がなく契約を履行しなかった者
　　カ 　契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基づき過

大な額で行った者
　　キ 　アからカまでのいずれかに該当する事実があった後、競争入札の参加を制限された期間を経過していない者

を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者
　⑶　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者
　⑷　直前決算において販売（製造）高のない者
　⑸　申請をする日の前日までに納期限の到来した県税を滞納している者
　⑹　次のアからオまでのいずれかに該当する者 
　　ア 　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結

する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者

　　イ 　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同
じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与している者

　　ウ 　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力
団又は暴力団員の利用等をしている者

　　エ 　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的に暴
力団の維持運営に協力し、又は関与している者

　　オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
５　競争入札に参加する者の資格の審査等
　⑴　競争入札に参加する者の資格の審査は､ 次に掲げる項目について行う｡
　　ア　営業年数
　　　　申請をする日の前日までの営業年数
　　イ　役員及び従業員数
　　　　申請をする日の前日における常勤の役員及び従業員数
　　ウ　自己資本の額
　　　 　直前決算における自己資本の額（法人にあっては資本金額に準備金、積立金及び繰越利益金の額を加えた額

とし、個人にあっては純資本の額とする。）
　　エ　流動比率
　　　　直前決算における流動資産の額を流動負債の額で除して得た百分比
　　オ　年間販売（製造）高
　　　　直前決算における販売高又は製造高
　　カ　社会的取組の状況
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　　キ　指名停止の状況
　⑵ 　この告示に基づく審査において競争入札に参加する者の資格を有すると認められた者（以下「競争入札参加資
格者」という。）については、平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契約に係る
一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等（平成９年石
川県告示第581号。以下「平成９年告示」という。）による令和７年度の競争入札に参加する者の資格を有する者
とみなす。

　⑶ 　平成９年告示に基づく審査において令和７年度の競争入札に参加する者の資格を有すると認められた者につい
ては、この告示による競争入札に参加する者の資格を有する者とみなす。

６　資格審査結果の通知
　　競争入札参加資格者を決定したときは、競争入札参加資格者決定通知書により通知する｡
７　競争入札参加資格者の当該資格の有効期間
　⑴　決定の日から令和８年３月31日までとする。
　⑵　有効期間の更新手続
　　 　⑴の有効期間の更新を希望する者は、令和７年９月中に令和８年度及び令和９年度の資格審査の公示を予定し
ているので、当該公示に基づき申請書を提出すること。

８　申請書の変更届
　 　競争入札参加資格者は、経営の状態が申請の内容と著しく相違したとき、又は次のいずれかに変更があったとき
は、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。
　⑴　住所（所在地）
　⑵　商号又は名称
　⑶　代表者の職・氏名
　⑷　役員等の職・氏名
　⑸　委任事項等
　⑹　電話番号
　⑺　ファックス番号
９　資格の取消し等
　 　競争入札参加資格者が４⑵に規定する事由に該当するに至った場合は、当該資格を取り消し、又はその事実が
あった後２年間競争入札に参加させないことがある。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人とし
て使用する者についても、また同様とする。
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